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eascy─これらの5つの文字
は、自動車産業の未来を形成
する5つのトレンドを表す。本
レポートでは、未来に向けて
明確な戦略を策定するため
の整合性のある市場モデル
を提起する。
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自動車産業─ 
激変の時代の到来

もし製品が毎日の生活をより容易にす
るなら、たとえテクノロジーが非常に複
雑で、価格が多少高くても、顧客はいち
早くこれを購入し、使いこなすようになり
ます。これを実証したのがスマートフォン
の出現です。つまり、ユーザーは製品の
便利さと使いやすさを高く評価します。こ
うした基本的価値観が、自動車を、20世
紀を大きく決定付ける技術文化へと育
てました。そして今、現在と未来のテクノ
ロジーと社会の状況に照らして、こうした
ユーザーのニーズを捉えるべき時が来
ています。

自動車産業は、根本的な再構築に取り
組む好機を迎えています。メーカーは戦
略とビジネスモデルの策定にあたり、単
に製品を購入する顧客だけでなく、輸送
問題によって影響を受ける全てのユー
ザーとグループを考慮に入れる必要が
あります。自動車が単なる工業製品から、
社会的使命を託された製品へと変貌を
遂げて久しいです。事実、自動車は、市民
に個人的な移動手段を提供して社会参
加を確保し、都市と自然の景観に溶け込
み、時間と空間についての私たちの思考
を形成しています。こうした中、私たちは、
個々のユーザーの生活の快適性、効率
性、安全性を高めるために、自動車の生
産面ではなく利用面に焦点を当て、自動
車産業全体を見直すことを迫られていま
す。その焦点となるのが、未来の自動車

のトレンドを表す“eascy”です。今回の調
査は、自動車産業の再構築への道を開く
上での有望な見通しを提示することを意
図しています。

なお、本レポートは、世界全域のクライ
アントに自動車産業に関するインサイト
と予測を提供しているPwCの自動車産
業エキスパートチームであるAutofacts

（オートファクツ）によってまとめられま
した。

本レ ポ ートの 作 成 にあたって 協 力
を得たAutofac t sチームのDomin ik 
Schmidt、Michael  Kofler、Phil ipp 
S c h r e i b e r に謝 意を表します。また、
PwC Strategy&のAutomotive and 
Digital担当マネージングディレクター
であるAlex Koster、PwCのパートナー
Technology Consult ingのDietmar 
Ahlemannからも貴重な提案とアイデア
が寄せられました。

本レポートが的確な事実と、相互に関
連する重要な情報を提供し、長期にわた
り持続可能な戦略的かつ実践的な提言
として皆様の役に立つことを期待してい
ます。皆様とこれらの提言について意見
を交わす機会を持つことができれば幸
いです。

Felix Kuhnert
Partner, Global Automotive 
Industry Leader 

Christoph Stürmer
Global Lead Analyst,  
PwC Autofacts 

読者の皆様へ
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日本語版に向けて

本レポートでは、「CASE」（コネクテッド：
connected、自動運転：autonomous、
シェアリング：sharing、電動化：electric）
として表現されるクルマの変化に、モデ
ルの更新サイクルの短縮化（毎年のアッ
プデート：yearly update）を追加して
“eascy”（イージー）とし、その影響を考察
しました。

“eascy”によるポジティブな影響を要
約すると、ユーザーや所有者にとってク
ルマの利用価値が大幅に向上すること
です。コネクテッドによる付加サービスの
享受、自動運転による事故低減や運転か
らの解放、シェアリングによる空きキャパ
シティの有効活用、電動化によるエネル
ギー利用効率の改善などの要素は、相
互に連関しながら進化し、全体としてモ
ビリティ（移動）の安全性・経済性・快適
性を高めていきます。加えて、シェアリン
グを前提に最新のハードウエアとソフト
ウエアを搭載した高価なモデルが毎年
投入され、ユーザーはより快適なモビリ
ティを享受するでしょう。

こうしたクルマの価値向上は、社会全
体の生産性向上に大きく寄与すること
にも着目しています。自動運転車やMaaS

（モビリティ・アズ・ア・サービス）が相対
的に低コストで普及すると、移動に伴うさ
まざまな機会ロス（運転時間、待ち時間、
空き駐車スペースなど）の減少、交通弱
者の移動ニーズの充足、物流課題の解
決、地方コミュニティの活性化などが期
待できます。モビリティが遍在化すること
で、さまざまなヒト・モノ・コトがまさにモ
ビライズされるのです。

一方で、自動車産業の既存プレイヤー
にとっては脅威も大きくなります。変化
は、素材・部品開発から販売・サービス、
リサイクルといった産業バリューチェー
ンを跨ぐとともに、マルチモーダル（複数
の交通手段）、マルチレイヤー（アプリ、
プラットフォーム、ハードなど）で生じる

からです。既に話題となっているように
多様な異業種が入り乱れての顧客・利
益の獲得競争となり、従来の努力の延長
線上では付加価値をとれる領域が減少
し、主導権を異業種プレイヤーに掌握さ
れる可能性もあります。「古いものは廃
れる。それにしがみついていては企業の
存亡も危うくなる」という歴史の教訓を
踏まえ、自動車産業のプレイヤーにはビ
ジネスモデルの変革が求められていま
す。OEMとしては、資本力やケイパビリ
ティに応じて、モビリティ全般のプラット
フォーム運営や自らアセット（車両など）
を保有したサービス提供にまで手広く展
開するモデルもあれば、クルマのデザイ
ンや感性価値などのブランディングに特
化するモデルもあり得るでしょう。サプラ
イヤーでも、新規・高付加価値領域を開
拓する途もあれば、従来の領域で徹底的
に競争力を磨く途もあり、事業ポートフォ
リオの再定義が必要となるでしょう。

こうした変革には、グローバルレベル
で注力領域や投資配分の在り方を再考
するとともに、ローカルの市場性を追求
するための権限委譲や人材マネジメント
が重要になります。特に人材では、働き
方改革の中で生産性向上だけを求める
のではなく、新旧領域をうまく切り分け、
多様な経験・視点を持ちイノベーション
を起こせる人材を社内外問わず機動的
に活用する能力が鍵となります。繰り返
しになりますが、クルマの進化による社
会全体での生産性向上の余地は大きい
でしょう。脅威を悲観せず、社会的な課題
解決や価値創出に向けて自社のビジネ
スモデルをどう適合させるかが重要な論
点です。

変化を機会と捉え、日本の自動車業
界が大きく前進する一助となれば幸い 
です。

大竹 伸明
PwCコンサルティング合同会社
パートナー
自動車セクターリーダー
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未来の車は、電動化（electrified）、自動運転（autonomous）、
シェアード（shared）、コネクテッド（connected）となり、毎年
アップデートされる（yearly update）。これらの5つのトレンドをま
とめて“eascy”と呼ぶ。未来の車=“eascy”。

未来のモビリティは、ユーザーがはるかに容易に、より柔軟に、そし
てより個性的に使うことができる。

未来の車は「オンデマンド」で利用され、シェアされる。

自動運転車の普及がシェアリングを加速する。

中国が自動車産業の転換を先駆する市場になる。

シェアードカーと電気自動車は都市部を中心に普及が進む。

“eascy”─自動車産業の転換を牽引する5つのトレンド

企業は未来の繁栄の原動力として、これらのトレンドをいかに活用すべきなのか

P. 17

P. 13

P. 38

P. 17

P. 22

P. 5未来のモビリティのキーワードは“eascy”

ユーザーが焦点に 自動車のグローバル市場は 
どう変化するのか？

未来のモビリティはどのような形で 
実現するか？

“eascy”は自動車のバリューチェーンに 
どのような影響を与えるか？

モビリティは誰が、どう利用するのか？

テクノロジーに精通した若い世代が自動車産業の転換を推し進め
る牽引役を担う。

中国のユーザーが未来のモビリティ需要の最大部分を占め、率先し
て受け入れていく。

2030年に欧州では自動運転車が個人ベース走行距離の40％を
占める。

2030年までに欧州では個人ベース走行距離が23％増加し5.88
兆キロメートルに達する。

電動化とシェアリングによって車両の稼働率と耐用
期間が劇的に変化する。

R&D投資額上位20社のうち5社が自動車メーカーだが、これら
のメーカーは最もイノベーティブな企業上位10社には含まれてい 
ない。

2020年から2025年にかけて、自動車産業は利益率の低下と投資
の増加への対応策を見つけなければならない。

自動車メーカーとサプライヤーは、ユーザーをビジ
ネスモデルの中核に据えて“eascy”のモビリティソ
リューションを提供しなければならない。

社会的「ペルソナ」のトレンド予測に基づくと、自動運転とシェアー
ドのモビリティが2030年までに急速に広がる。

欧・米・中の新車販売台数は30％拡大する可能性がある。

2030年までに欧州では新車販売台数の55％が電動化される可能
性がある。



1	� 未来のモビリティのキーワードは“eascy”： 
未来の車は、電動化（electrified）、自動運転

（autonomous）、シェアード（shared）、 
コネクテッド（connected）となり、 
毎年アップデートされる（yearly update）
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未来のモビリティは、ユーザーがはるかに容易に、
より柔軟に、そしてより個性的に使うことができる。
未来の車は「オンデマンド」で利用され、 
シェアされる。
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未来の車は、電動化（electrified）、
自動運転車（autonomous）、シェアード

（shared）、コネクテッド（connected）
となり、毎年アップデートされる（yearly 
update）─以下、これらのトレンドをまと
めて“eascy”と呼ぶ。
•	 �電動化により、排ガスと騒音が低減さ

れる
•	 �自動運転により、ユーザーのパーソナ

ルな時間と空間にゆとりを与える
•	 �運転免許証なしで使用できるため、

ユーザーにとってより身近になる
•	 �購入時に全額を負担する代わりに、 

使用の都度、少額の料金を支払うこと
ができ、より少ない費用負担で使用で
きる

自動車セクターは、業界とユーザーの
全てに影響を及ぼす未曾有の動乱期に
直面している。本レポートは、時間尺度、
数量規模および複雑性の観点から自動
車産業の根本的な再構築について予
測している。また、人口動態の主要なト
レンドに関するPwCの調査結果に基づ
いて、ユーザーのモビリティ行動がどの
ように変化し、どのような影響をもたら
す可能性があるのかを検討する。PwC 
Autofactsは、少なくともユーザーに関
する限り、自動車産業の未来は大幅に
シンプルになると考えている。ここで、具
体論に入る前に、電動化（electrified）、
自動運転（autonomous）、シェアード

（shared）、コネクテッド（connected）
および 毎 年 のアップ デ ート（ y e a r l y 
update）の意味を正確に定義しておき 
たい。

個人のモビリティのゼロエミッショ
ン化には、駆動系の電動化が不可
欠である。現在の車は、有害物質や
粉塵の排出量が大幅に削減され、
騒音も非常に低レベルに抑制され
ているが、ゼロエミッション化の実
現には、まずローカルコンポーネン
トの問題が立ちはだかる。さらに、
ゼロエミッション化に向 けては、
カーボンニュートラルを確保する
ため、自動車の充電に使用する電
力を再生可能エネルギーから得る
という発想に基づ いた、グローバ
ルな取り組みも進むとみられる。

電動化

人工知能、機械学習、深層学習など
の先端科学技術分野の急速な進
歩が、最近まで実現不可能と考えら
れていた自動運転車の開発を可能
にしている。自動運転車は、たとえ
どんなに複雑な交通状況でも人的
介入を必要としない。そのため、個
人のモビリティプラットフォームの
利用の定義が完全に書き替えられ
る。数年前にはまったく考えられな
かったモビリティの新しい応用シナ
リオが検討されている。

自動運転

未来のモビリティのキーワードは“eascy”
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“eascy”の第4のトレンドであるコネ
クテッドは、外部ネットワークに接
続するモビリティ。この用語は実際
には2つの概念を同時に表してい
る。1つは車々間（Car2Car）通信や
交通インフラ（例：信号機）とネット
ワークで繋がる車対X（Car2X）通
信である。もう1つは、車の乗員と外
界とのネットワークも対象にしてい
る。将来的には、車中で移動中に通
信、仕事、ネットサーフィン、マルチ
メディアへのアクセスが可能になる
だろう。

コネクテッド

電動化、自動運転、コネクテッドお
よびシェアードの開発が自動車産
業のイノベーションを加速する。か
つてモデルチェンジのサイクルは
5年から8年だったが、こうしたサイ
クルは今後過去のものになる可能
性がある。これに代わって、最新の
ハードウエアとソフトウエアの技
術を取り入れるため、各モデルは
毎年アップデートされる。顧客は当
然ながら、毎年高価な新型車を購
入しようとはしない。そのため、イ
ノベーションサイクルの短縮化は、
シェアードカーの定期的な更改を
中心に進められるだろう。

毎年のアップデート

数年前から多くの大都市ではカー
シェアリングのサービスが提供され
ている。現在、これらのサービスは、
パイロットプロジェクトや市民主導
の取り組みとして実施されることが
多いが、自動運転車の導入によっ
て経済的に採算が取れるようにな
るだろう。ユーザーは、周辺地域の
シェアードカーを探す必要がなくな
り、どこからでも手軽に「オンデマン
ド」でシェアードカーを利用できる
ようになるだろう。

シェアード

未来のモビリティのキーワードは“eascy”
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前述の5つのトレンドは、顧客の視点
から見ると、さまざまな利点に結び付く。
これらの全てが自動車の運転がより容
易、安全、安価かつ快適になることを示
唆しているからだ。同時に自動車セク
ターは、個人のモビリティ革命によって、
一定の範囲にわたって再編を迫られる。
PwCは既に「“自動車”の再定義─自動車
業界変革のシナリオ」1と題したレポート
で、このトレンドが戦略と概念の側面に
与える影響を検討した。今回のレポート
は、これをさらに推し進める重要な一歩
である。自動車セクターにおけるトレン
ドの継続的な分析と予測に特化したス
ペシャリストチームPwC Autofactsは、
自動車産業の再構築がこのセクターの
主要なパフォーマンス指標に与える影
響を測る数理モデルを考案した。このモ
デルは、現行の車両保有台数と新車販
売台数に焦点を当てる。これら2つの変
数は、自動車生産のバリューチェーンを
最終的に決定するため、自動車メーカー
とサプライヤーの双方にとって、将来の
ビジネスモデルを策定する上で等しく重
要である。PwCの調査では、世界の3大 
自動車市場である欧・米・中に焦点を当
てる。

本レポートの調査の目的は、ユーザー
を起点に、市場の今後の展開のモデリン
グすることにある。自動車産業の方向転
換は3つの外部要因、3つのモデリング結
果、3つの影響を通じて説明することがで
きる。

1	�PwC「“自動車”の再定義─自動車業界変革のシナリオ」（2015）、https://www.pwc.com/jp/ja/japan-knowledge/archive/assets/pdf/re-inventing-the-
wheel1512.pdf

外部要因
•	 顧客のモビリティ習慣が変化する
•	 個人ベース走行距離、車両ベース走

行距離が共に増える
•	 車両の稼働率が高まる

モデリング結果
•	 車両保有台数が大幅に減少する
•	しかし、自動車販売台数は増加する
•	 自動運転と電動化が互恵効果をもた

らす

影響
•	 R&D投資の再配分が加速する
•	 自動車産業の長期的構造が2020年

から2025年にかけて決まる
•	 未来のビジネスモデルでは車の販売

とオペレーションが焦点になる

本調査はユーザーおよびそのモビリティの形態に基づいて、 
2030年までの自動車市場の展開モデルを設定している

電動化

コネクテッド

自動運転

シェアード

毎年のアップデート

未来のモビリティのキーワードは“eascy”
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欧州では2030年に 
自動運転車が全車両走行距離の

40％ 
を占める可能性がある

2030年までに米国では 
個人ベース走行距離が
24％増加未来の車は現在より

もはるかに頻繁に使
用され、より短期間
で買い替えられる

モビリティ習慣が変化する
人々のモビリティ行動が急激に変化

する。法的な問題が解決され、技術上の
主要な障害が克服され次第、道路交通
全体に占めるシェアード／自動運転モビ
リティの比率が急速に上昇するだろう。
PwCは、2030年までに全車両の合計走
行距離に占めるシェアードモビリティの
比率が3分の1を超える可能性があると
予測している。同時に、ユーザーの行動
が自動運転モビリティに、ますます移行
する。自動運転に関しても、2030年まで
に走行距離ベースでの比率が40％にま
で上昇するとPwC Autofactsでは試算し
ている。シェアード／自動運転モビリティ
の展開は、欧州と米国ではほぼ同じペー
スで進むとみられる。これとは対照的に、
中国では、シェアード／自動運転モビリ
ティの普及が欧米よりも急ピッチで進行
するだろう。そのため、中国は自動車産
業の転換を先駆する市場となる可能性
がある。

より多くの人々が移動し、 
移動距離も増える

人口増加とモビリティの需要拡大に
よって、総移動距離は増え続ける。同時
に、自動車の運転が容易、安全かつ安価
になるため、全般的なモビリティのトレン
ドがパーソナルモビリティへと急速に移
行する。さらにハンディキャップを負った
人など、以前は移動手段がなかった人々
もパーソナルモビリティを選択すること
が可能になる。最後にもう1つの要因とし
て、自動運転車による空車移動によって
走行距離が増加することがあげられる。
そのため、欧州では2030年までに個人
ベース走行距離が23％増加し、5.88兆
キロメートルに達するとPwC Autofacts
は想定している。さらに米国では24％、
中国では183％の増加が見込まれる。

未来の車は稼働率が大幅に高まる
未来の自動運転車、特にシェアード自

動運転車は、今日使用されている従来型
車両に比べ、稼働率が大幅に高まる。そ
のため、年間走行距離が劇的に増加す
る。その結果、耐用期間内の走行距離は
増加するが、耐用年数は大幅に短縮され
るだろう。未来の車の耐用期間内の走行
距離が増加するという想定は、自動運転
車とコネクテッドカーの使用によって事
故の発生件数が減少することと大きく関
係している。メンテナンスや修理費用の
減少と事故発生率の低下が、車の走行
距離の増加に貢献する。

外部要因

未来のモビリティのキーワードは“eascy”
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2030年までに 
欧州では、車両保有台数が 
2億8,000万台から2億台に減少

2030年までに新車販売台数の

55％
が電動化される可能性がある

車両保有台数は一部の市場で大幅に 
減少する

フリートの稼働率が上昇するのに伴
い、今後、必要車両保有台数が減少す
る。PwC Autofactsでは、欧州の車両
保有台数は2030年までに現在の2億
8,000万台超から25％あまり減少し、
約2億台まで落ち込むと推定している。
米国の車両保有台数も22％減の2億
1,200万台になると見込まれる。一方、中
国は市場状況が異なるため、自動車の稼
働率が上昇するにもかかわらず、同期間
に車両保有台数が50％近く増加し、2億
7,500万台に達するとみられる。

…しかし、自動車の販売台数は増加し 
続ける

自動車販売台数は、車両保有台数が
減少するにもかかわらず、顕著に増加す
る。従来の方法で使用されている自動車
は、今後も比較的長期間保有され続け
る。これとは対照的に、自動運転車、特に
シェアード自動運転車はより頻繁に買い
替えられて、販売台数が拡大する。欧州
では、自動車産業の転換期に、新車販売
台数が約1,800万台から2,400万台強
へと34％増加すると見込まれる。PwC 
Autofactsは、米国でも新車販売台数が
20％の伸びを示し、2030年には2,200
万台近くに達すると想定している。中国
の新車販売台数は、30％以上増加して
3,500万台に達するとみられる。

自動運転と電動化が互恵効果をもたらす
運転の自動化（いわゆる自動運転）は、

当面は主に都市内やハイウェイなど限ら
れたエリアで広がるとみられる。これは、
自動運転と電動化の2つのトレンドが相
互に支え合うことによるものでもある。例
えば、自動運転車開発のシナリオは、「都
市内」での使用を想定しているため、電
気駆動が最も適している。その一例が非
接触充電を使用する自動充電プロセス
である。これらの2つのトレンドによる相
乗効果が全体的なプラス効果を生み出
す。従って、2030年までに欧州の新車販
売台数に占める内燃機関のみを搭載し
た車の比率は、1桁台に縮小するとみら
れる。このシナリオでは、新車の55％超
が電気自動車となる。また、新車の40％
が内燃エンジンと組み合わせたハイブ
リッド車となる。

モデリング結果

未来のモビリティのキーワードは“eascy”

100％ロボタクシーを想定した理論上のシ
ナリオでは、自動車の買い替え頻度が高ま
る以上のペースで車両保有台数が激減し、
新車販売台数が落ち込む可能性がある。こ
のシナリオでは、欧州では既存車両保有台
数のわずか14%のみで、モビリティの全体
的な需要に対応できると計算されている。
しかし現実的には、日中および季節的な需
要のピークに対応するため、より多くの車
両を使用する必要がある。
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2.3	�Strategy&（PwCネットワークのメンバー）「2016年グローバル・イノベーション調査」、https://www.strategyand.pwc.com/media/file/161026_
Innovation-1000-Data-Media-release-JP-1.1.pdf

R&D予算の25％を 
ソフトウエアアプリケーションに 
投資する企業は力強い成長を実現する

未来のモビリティサービスは、 
車両1台当たりの収益を高め、 
耐用期間にわたる利益を押し
上げる可能性がある

R&D投資の再配分が加速する
自動車産業が製品領域への投資の縮

小を始めようとしていることは、既に明
らかである。PwCの戦略コンサルティン
グサービスを担うStrategy&は「グロー
バル・イノベーション調査」2の中で、早く
も2020年までに、製品領域への投資が
19％減少すると試算している。しかし、こ
れは必ずしも悪い兆候ではない。上記の
調査は総括的な結論の中で、製品領域
の代わりにソフトウエアソリューションに
R&D予算を充てている企業が、既に競
合他社を超える成長を示していると指摘
している。

こうした状況は、自動車メーカーやサ
プライヤーが進むべき方向を示唆して
いる。世界最大のR&D支出を行っている
のはドイツの自動車メーカーである。に
もかかわらず、「世界で最もイノベーティ
ブな企業」ランキングの上位10社には、
テスラを除いて、自動車メーカーが1社
も入っていない（ただし、第11位から20
位には自動車メーカー5社が名を連ね
ている）。デジタル革新と転換の時代で
あるにもかかわらず、自動車産業全体の
R&D支出額は2015年から2016年3にか
けて4％減少している。

自動車産業の長期的構造が2020年 
から2025年にかけて決まる

自動車メーカーとサプライヤーは、特
に2020年から2025年にかけて、利益率
が低下して苦戦を強いられ、しかも同時
に、顧客志向のイノベーションへの大型
投資をする必要に迫られる。老舗自動車
メーカーはコアビジネスの後退を避ける
ため、モビリティサービスにどの程度の
投資準備をするかを検討しなければな
らない。さらにメーカーは、新車販売台数
の拡大に対応するために必要な「ハード
ウエア」の生産能力への追加投資を求め
られる。そうした中、柔軟かつスケーラブ
ルなコンセプトを実践する企業が、2025
年以後の未来を形成する上で主導的な
役割を担う地位を確立するだろう。

未来のビジネスモデルは車両の販売と
オペレーションが焦点に

これからの自動車産業は、単に車両の
生産と販売を考えるだけでは不十分であ
る。メーカーとサプライヤーは、“eascy”
モデルの5つのトレンド全体にわたって、
変化を管理するためのビジネスモデル
を再検討する必要がある。もはや自動車
のバリューチェーンは、製品が工場から
出荷されたら終わりでなく、最終的にリ
サイクルされるまで、車両の耐用年数の
全期間にわたる製品のあらゆる使用に
及ぶからである。さらに、自動車産業の顧
客とターゲット層には、車両の直接の購
入者だけでなく、プライベートとシェアー
ドのモビリティを利用するあらゆるユー
ザーが含まれる。大きな強みであるブラ
ンド体験を生かし、各ユーザーとソフト
ウエアをベースにした直接の交流を図る
ことにより、対顧客関係のライフサイクル
を通じて収益水準を向上させることがで
きるだろう。

影響

未来のモビリティのキーワードは“eascy”

https://www.strategyand.pwc.com/media/file/161026_Innovation-1000-Data-Media-release-JP-1.1.pdf
https://www.strategyand.pwc.com/media/file/161026_Innovation-1000-Data-Media-release-JP-1.1.pdf


図1　自動車産業転換の市場モデル
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従来型

モビリティの形態：

•	 シェアード自動運転車

•	 個人所有自動運転車
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“eascy”は自動車の 
製品自体ではなく、 
顧客のモビリティニーズに
焦点を当てている

未来のモビリティのキーワードは“eascy”
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2	� ユーザーが焦点に
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テクノロジーに精通した若い世代が、 
今後数年間で、持続可能性と利便性に優れた 
モビリティソリューションへの転換を推し進める
牽引役を担う。
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もし自動車メーカーとサプライヤー
が、それぞれのビジネスモデルを拡大し
て「オペレーション」の要素を対象に組
み込むようになると、これまで主要指標と
してきた新車販売台数と車両保有台数
の重要性が低下するだろう。とはいえ、こ
れら2つの数値の今後の変化を予測する
ことは、当然ながら各社にとって極めて
重要である。PwC Autofactsが開発した
数理モデルは、“eascy”の5つのトレンド
がもたらす影響を初めて数値化するもの
であり、まずユーザー「ペルソナ」からモ
デルの設定を開始する。自動車の利用
行動モデルを設定することにより、個人
ベース走行距離と特定の市場全体の車
両ベース走行距離を計算する。この数値
に基づいて、車両保有台数と販売台数が
より正確に予測できる。

本レポートの調査対象市場における
モビリティの利用選好のモデルを設定す
るために、3つの異なるセグメントを定義
した4。このいわゆる「ペルソナ」のセグメ
ントは、主に多様なモビリティ形態に対
する態度と受容性、さらにその利用状況
に基づいて、人口を分類したものである。
しかし、その分類に際しては、一部の重
要な地域的／文化的相違を考慮しなけ
ればならない。また、ユーザーグループ
に関しては、年齢構成と居住環境（都市
／地方）がさらに細かい分類を設定する
ための特性となる。このようなセグメント
理論によって、各ユーザーグループの人
口比率の経時的変化を考慮することが
可能となった。 

自動車産業の転換は、 
テクノロジーに精通した若い世代が多くの面で牽引役を果たす

4	Strategy&（PwCネットワークのメンバー）「デジタル自動車レポート2017」、https://www.strategyand.pwc.com/media/file/2017-Strategyand-Digital-
Auto-Report_JP.pdf

ユーザーが焦点に

多様なモビリティ形態の利用
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図2　ペルソナのグローバル比較

出典：Strategy&「デジタル自動車レポート2017」をもとにPwC作成

欧州 米国 中国
現代型 •	 �技 術 革 新が生 活 の 一 部

に：都市部の移動にスマホ
とアプリを使用

•	 �持続可能で健康的なライ
フスタイルが、移動手段と
しての車に実用的な視点
を求める

•	 �インターモーダル輸送の拡大（自動車
と公共交通機関）

•	 �ステータスシンボルとしての自動車所
有の重要性が低下

•	 地方では乗用車の使用が続く

e	 +

a	 +

s	 ++

c	 ++

•	 �デジタル技術と革新的なモ
ビリティに強い関心を持つ

•	 �特に若 い 都 会 的 都 市 の
ユーザーが自動車の所有
を伴わない各種交通手段
を選択する

•	 �地方では長距離移動の交通インフラ
が不十分なため、自動車に依存し続 
ける

•	 �都市ではインターモーダル輸送（例：
パーク・アンド・ライド）を利用する場合
が多い

e	 +

a	 ++

s	 ++

c	 ++

•	 �都市に住む若い世代の経
済的地位が上昇

•	 �新技術を積極的に受け入
れる

•	 �カーシェアリングとライド
シェアリングの人気が非常
に高い（例：4億人を超えるユーザー
がDidi Chuxing Appを利用）

•	 �自動車を所有するニーズは社会的ス
テータスを満たすために限られる

•	 �地方での長距離移動は個人所有車に
引き続き依存

e	 ++

a	 ++

s	 ++

c	 ++

2017年

2030年

33％

38％
+5％ポイント、
+15％の相対的増加

過渡型 •	 �ユーザーの個性と消費行
動が多様なモビリティ特性
の形成を促進

•	 �主に若い都会的ユーザー
がカーシェアリングなど代
替的モビリティを利用

•	 �伝統志向型ユーザー層は快適性、ス
テータス、柔軟性を理由として自動車
の所有を続ける

e	

a	

s	 +

c	 +

•	 �伝統的価値観と現代的価
値観の両方を重視

•	 �自動車の所有はモビリティ
に対する考え方に基づく

•	 �都市では公共交通機関が
より重要な役割を果たす

•	 �基本的に新しい代替モビリティに受容
的な態度を示す

e	 +

a	

s	 +

c	

•	 �自動車所有が経済的地位
の上昇のシンボルに

•	 �現代的なモビリティ手段に
対し共通の態度を示す

•	 �地方では個人所有車の使
用が依然として主流を占 
める

•	 公共交通機関を広範に利用

e	 ++

a	 +

s	 +

c	 +

2017年

2030年

41％

39％
-2％ポイント、
-5％の相対的減少

従来型 •	 �主に地方のユーザーが技
術革新を敬遠する傾向を
示す

•	 �個人所有または個人所有
車の利用が一般的

•	 �都市では渋滞と駐車の困
難を避けるために公共交通機関を利
用する場合が多い

e	 –

a	 – –

s	 –

c	 –

•	 �深く根付いた価値観とこだ
わりを持つ高齢者層が大
多数を占める

•	 �セグメントの比較では地方
において大きな人口比率
を占める

•	 �ほとんど例外なくモビリティと自動車
の所有を同等と考えている

•	 �革新的なモビリティの手段に関心を持
たない

e	

a	 –

s	 –

c	 – –

•	 �都市では特に公共交通機
関が好まれる

•	 �技術の発展には比較的受
容的な態度を示す

•	 �柔軟性と快適性のために
自動車を使用

•	 �社会的ステータスを示すために自動
車を所有

e	 +

a	

s	 –

c	

2017年

2030年

26％

23％
-3％ポイント、
-12％の相対的減少

ユーザーが焦点に
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2017年から2030年の動向
今後数年間はテクノロジーに精通した

若い世代が、持続可能性と利便性に優
れたモビリティソリューションへの転換
を推し進める主要な牽引役となる。また、
こうした若い世代が、その後の世代の態
度と行動を特徴づけるだろう。一方、中
年層は少なくとも最初は、新しいモビリ
ティソリューションをある程度の懐疑心
を持って静観する傾向を示す。しかし、欧
州、米国、さらには中国でも、最終的には
ペルソナとしてより現代的な先端技術志
向を持つユーザーの比率が増大する。特
に中国では、技術革新が最も望ましい文
化／政治的条件の下に推し進められ、し
かもこのプロセスがより急速かつダイナ
ミックに進展するとみられる。その結果、
中国では2030年までに「従来型」ユー
ザーの比率が急減するだろう。このよう
なモビリティの転換では、自動運転によ
る電気自動車タクシーの普及や公共交
通機関の広範な電動化が主要な役割を
果たす。

2030年までに、中国の都市部は、技
術的発展の面で欧米に追いつき、追い
越す可能性さえある。特に中国の都市で
は（交通渋滞に伴う）さまざまなレベルの
大気汚染が、数年内にカーシェアリング
とライドシェアリングのサービスを導入
する要因となる。これらのサービスは、短
期間で従来のモビリティと同等な代替的
モビリティ手段として、ユーザーに受け入
れられるだろう。

出典：Strategy&「デジタル自動車レポート2017」をもとにPwC作成

図3　ペルソナの地域比較

Daiyuの選好：

•	 モバイルコネクティビティ
•	 インターモーダル輸送
•	 ライドシェア、公共交通機関および

Didi

•	 シェアードサービス
•	 自動運転タクシー／バス
•	 電動化された公共交通機関

2030年2017年

現代型ペルソナ
•	 Daiyu（26歳）、独身
•	 職業：スタートアップ企業の創設者
•	 上海（都市）で生活

中国

過渡型ペルソナ
•	 Eve（37歳）、既婚で子供2人
•	 職業：専業主婦
•	 テキサス州プリーク（地方）で生活

米国

Eveにとってのモビリティの意味：

•	 長距離の移動および個人所有車の日常
的な使用

•	 乗用車を家族でシェア

•	 公共交通機関
•	 依然として自動車の利用が中心
•	 安全性とコネクティビティ（接続

性）を提供するサービス

2030年2017年

従来型ペルソナ
•	 Wilhelm（66歳）、寡夫
•	 職業：公務員を定年退職
•	ドイツのフォルスト（地方）で生活

欧州

モビリティに対するWilhelmの姿勢：

•	 移動手段として乗用車を選好
•	 一部公共交通機関を利用
•	 現代的なモビリティを選択する意思はない

•	 乗用車を所有（電気自動車ではない）
•	 安全および健康上の理由で運転支

援システムを活用
•	 準自動運転タクシー

2030年2017年

ユーザーが焦点に
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3	� 未来のモビリティはどのような形で実現するか？ 
モビリティは誰が、どう利用するのか？

自動車産業を転換する5つのトレンド    17

2030年に欧州では自動運転車が 
個人ベース走行距離の40％を占める。
2030年までに欧州では個人ベース走行距離が
23％増加し、5.88兆キロメートルに達する。
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モビリティのニーズと選好が変化する
「ペルソナ」が変化すれば、これに伴っ

て、今後モビリティのニーズも変化する。
“eascy”の各トレンドは、それぞれに固有
の牽引力を持っている。例えば、自動運
転の最も重要な牽引力は時間の節減と
安全性の向上である。一方、シェアードは
コストの節減を最優先の目標にしてい
る。これに対し、コネクテッドと電動化は
環境規制を牽引力とする自動車産業の
転換と見ることができる。事実、電気自動
車の市場への浸透を牽引しているのは、
市場経済における需要ではなく、主とし
て政策と規制である。

「毎年のアップデート」は、“eascy”の
他のトレンドにおける急速なイノベー
ションによってもたらされる。特に「自動
運転」と「電動化」の分野では、既に基本
的技術が短期間に相次いで改善され、
もはや従来のモデルチェンジのサイク
ルに組み入れることが不可能になって
いる。自動車産業には、より糊塗的な「年
式」（model year）の代わりに、最新の
テクノロジーを反映した「年度モデル」

（annual model）の導入が求められる。
これには過年度のモデルに最新テクノロ
ジーを追加導入した改良という選択肢も
含まれるだろう。

所有ではなく利用するのが 
未来のモビリティ

顧客行動の変化が未来のモビリティ
を特徴づける。モビリティは選択の幅が
広がり、厚みが増す。このセグメントにお
けるサプライヤーの数が増加しているこ
とが既にこれを実証している。自動車、
輸送、物流の市場で、革新的かつ創造的
なスタートアップ企業が既存企業とシェ
アを争っている。シェアードモビリティに
は、カーシェアリングとライドヘイリング
の2つの異なる形態がみられる。

カーシェアリングvsライドヘイリング
カーシェアリングには、ステーション

ベース型とフリーフロート（乗り捨て）型
の2つの形態がある。その基本的な相違
点は、車両の入手可能性にある。ステー
ションベース型カーシェアリングでは、 
車はあらかじめ決められたステーション
からしか利用できない。これに対し、フ
リーフロート型カーシェアリングは、サプ
ライヤーの営業地域内なら自由に借受・
返却できる。これとは対照的にライドヘ
イリングは移動をシェアする利用形態で
ある。ライドヘイリングは最近人気が高
まっており、もはや軽視できない市場と
なっている。ちなみに2017年にライドヘ
イリングのユーザー数は世界全域で3億
3,800万人に達したと推定される5。市場
全体では、以下の3つのサービス提供形
態がみられる。

•	 �運転コミュニティを創出するオンライ
ンカーシェアリング仲介業

•	 �個人所有車で移動を提供するドライ
バーの仲介役を務めるオンラインプ
ラットフォーム

•	 �アプリを通じてサービスを提供するタ
クシー会社

顧客は自動運転車の利用を望んでいる
カーシェアリングは自動運転のトレン

ドとの関連で見ると、どのような状況にあ
るのか？自動運転のレベル区分を標準
化するため、0から5のレベルに区分した
各国／国際基準が導入されている。ドイ
ツのレベル区分は連邦高速道路研究所

（Bundesanstalt für Straßenwesen： 
BaSt）により制定されたものである6。

5	Statista （2017）： eTravel: Mobility Services, https://de.statista.com/download/outlook/whiterpaper/Mobility_Services_Outlook_0117.pdf
6	�German Association of the Automotive Industry [Verband der Automobilindustrie] （2015）： Automation – from driver assistance systems to 

automated driving, https://www.vda.de/dam/vda/publications/2015/automatisierung.pdf

図4　電動化、自動運転、シェアードおよびコネクテッドのモビリティに対するユーザーの動機

転換を可能にするトレンド

自動運転 
+ 

シェアード

コネクテッド 
+ 

電動化

転換に弾みを付けるトレンド

プル

プッシュ

未来のモビリティはどのような形で実現するか？ 
モビリティは誰が、どう利用するのか？

https://de.statista.com/download/outlook/whiterpaper/Mobility_Services_Outlook_0117.pdf
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たとえ自動運転のレベルに厳密な区分
が設定されているように見えても、この問
題を巡る議論は絶えない。例えば、一部の
自動車メーカーは、都市など特定の地域
内でのカーシェアリングに使用する自動
運転車の場合、レベル4が最適と考えてい
る。この解釈によれば、レベル4の自動運
転車はこの特定地域内で自動運転を行い、

「オンデマンド」で注文した顧客を乗せる
ことが認められる7。また、これ以外では自
動運転のレベルに応じて推奨される用途
がある。自動運転レベル1から3の自動車
は、技術的観点から比較的実現が容易な
ため、主に郊外の移動と高速道路の移動
に使用される。

PwC Autofactsは、欧・米・中の主要
市場間で自動運転車の需要が異なると
想定している。しかし顧客はペルソナとし
て、これら全ての地域で、テクノロジーそ
のものに対しては前向きな態度を示して
いる。だが、自動運転車の普及は、技術
的問題とは別に、法的原則が確立されて
いないために限定されている。現在、路
上を走行しているレベル2とレベル3の
自動運転車はごくわずかである。技術的
な観点からは、これらのレベルの自動運

転車を、より多数のメーカーがより多く提
供する態勢を整えているが、依然として
法的枠組みは不明確なままである。現時
点では、レベル4の基準に適合する自動
運転車は2022年から2023年まで市場
に投入されないと想定されているが、技
術的にはより早期に、この基準に適合す
る機能が実用化される可能性がある。既
に各自動車メーカーは、レベル4やレベ
ル5の自動運転車を発表している。

7	Vogt, Agnes （2017）： Engine on, eyes closed, in: Automobilwoche, Sonderheft Das Prinzip CASE, p.29

図5　利用可能なのは、どのシェアリングモデルか？

•	 �カーシェアリングの車両は個人またはフリー
トプロバイダーが所有

•	 �ユーザーは異なる車種の選択が可能─サプ
ライヤーはフリートと車両の価値で競争

•	 �ステーションベース型（例：Flinkster）とフ
リーフロート型（例：DriveNow）の2つの
形態のカーシェアリングを含む

カーシェアリング─
“car2go”のモデル

稼働率

買い替え頻度

車両保有台数

移動需要

自動車販売台数

•	 �ユーザーは自分では運転せず、モビリティを
サービスとして利用する ─「所有」ではなく

「利用」

•	 �競争は主にサービスプロバイダー間とウェ
ブポータル／アプリ間で行われる

•	 �ライドヘイリングサービス（例：Uber）、シェ
アード移動のオプション（例：Blabla Car）、
オンラインタクシー（例：MyTaxi）、P2P

（例：Croove）を含む

ライドヘイリング─
“Uber”のモデル

稼働率

自動車販売台数

車両保有台数

買い替え頻度

移動需要

都市部のカーシェアリン
グが、モビリティサービ
スの中心を占め、都市で
はマイカーを持たずに
公共交通機関と組み合
わせてシェアリングサー
ビスを利用する若い人
たちが増えている

未来のモビリティはどのような形で実現するか？
モビリティは誰が、どう利用するのか？

技術的可用性と法的規制が障壁に
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自動運転とシェアード
シェアードと自動運転の2つのトレンド

を組み合わせると、モビリティは以下の4
つの形態に分けられる。

1）�シェアード化も、自動運転化もされ
ていない

2）�既にシェアード化されているが、ま
だ自動運転化されていない

3）�まだシェアード化されていないが、
既に自動運転化されている

4）�既にシェアード化され、かつ自動運
転化されている

現在最も一般的な移動の形態は、個
人所有非自動運転車（シェアード化も、
自動運転化もされていない）である。しか
しながら、シェアード非自動運転車（既に
シェアード化されているが、まだ自動運
転化されていない）も利用が広がってい
る。個人所有自動運転車（まだシェアー

ド化されていないが、既に自動運転化さ
れている）はまだ市場に投入されていな
いが、数年以内に市販される可能性があ
る。これによって、シェアード自動運転車

（既にシェアード化され、かつ自動運転
化されている）の実用化の道も開かれ、
自動運転とシェアードの2つのトレンドの
明確な相関関係が確立されるだろう。

自動運転車がシェアリングに 
強力なプラス効果を及ぼす

図6　自動運転のレベル

未来のモビリティはどのような形で実現するか？
モビリティは誰が、どう利用するのか？

レベル0 レベル1 レベル2 レベル3 レベル4 レベル5

使用事例 ドライバー
情報

ドライバー
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ドライバーは自
動車の前後方
向および横方
向の移 動を完
全にコントロー
ルする

ドライバーは自
動車を完全にコ
ントロールする 自動車は全ての

タスクをコント
ロールし、ハン
ドルやアクセル
／ブレーキペダ
ルの設置はオプ
ションとなる

ドライバーは自
動車の前後方
向また は横 方
向の移動をコン
トロールする

ドライバーは交
通の監視に責
任を持つ

ドライバーは自
動 運 転システ
ムが作動困難
になった場合、
運転を引き継ぐ
必要がある

特定の状況では
ドライバーの運
転操作は必要
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自動 車はその
他の機能をコン
トロールする

自動 車は特 定
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方 向と横 方 向
の移動をコント
ロールする

自 動 車 は 多く
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方 向と横 方 向
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ロールする

自動 車は承 認
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ントロールする

推奨される
使用エリア

あらゆる場所 高速道路 都市 あらゆる場所

マシンヒト
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シェアードモビリティにおいて、カー
シェアリングとライドヘイリングは、い
ずれもドライバーを必要としないため、
技術的には互角の状況にある。しかし、
カーシェアリングのユーザーが特定の車
両の特定の製品ブランドを選択するのに
対し、ライドヘイリングのユーザーは特
定のサービスプロバイダーが提供する
特定の移動サービスに関心を持つため、
両者間にはビジネスモデルの違いがあ
る。個々のユーザーがこれら2つの形態
のモビリティサービスを交互に切り替え
て利用するのは確実なため、双方に潜在
的需要がある。

都市vs地方
シェアードモビリティの2つの形態は、

都 市 部での利 用 が 主 流を占めると想
定される。特に都市に適した応用事例が

（既にシェアード化され、かつ自動運転
化されている）ロボタクシーである。自動
運転車は事故の防止に貢献し、渋滞も
緩和するため、輸送インフラの効率を高
め、交通量の増加を吸収する。地方では、
自動運転か非自動運転かを問わず、個
人所有車が引き続きモビリティの主流を
占める。一方、都市部ではロボタクシー
の幅広いネットワークへの接続によっ
て、個人所有自動運転車の利用が減少
するだろう。個人所有自動運転車は、自ら
が自動車を所有することを重視する顧客
にとって、ステータスシンボルとしての意
味の方が大きくなる。

自動車の差別化が進む
モビリティ形態の変化にもかかわら

ず、自動車はサイズとセグメントの面で、
引き続き差別化が進むことが想定され
る。シェアードカーは高級車と大衆車の
両方のセグメントで導入されるが、主とし
て都市部で利用されるため、座席数が少
ない小型車が中心となる可能性が高い。
これとは対照的に、個人所有自動運転車
は、特に高級車種の大型乗用車で構成さ
れるだろう。

しかし、未来の車のトレンドを担うのは
シェアードと自動運転だけでなく、コネク
テッドと電動化も重要な役割を果たす。
電気駆動システムの急速な発展に伴い、
レベル4とレベル5の自動運転車の大半
を電気自動車（e-car）が占めると想定さ
れる。同時に自動運転が広範に普及する
ための必須条件として、コネクティビティ

（接続性）の大幅な向上がみられるだろ
う。さらに、さまざまな車両やコネクテッド
サービスにコネクテッドカーが導入され
る。このトレンドに関する包括的なインサ
イトについては、Strategy&の「デジタル
自動車レポート」8を参照されたい。

8 �Strategy&（PwCネットワークのメンバー）「デジタル自動車レポート2017」、 https://www.strategyand.pwc.com/media/file/2017-Strategyand-Digital-
Auto-Report_JP.pdf

図7　未来のモビリティの4つのトレンド
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社会的「ペルソナ」のトレンド予測に基づくと、
自動運転とシェアードのモビリティが2030年
までに急速に広がり、重要性を増す。



自動車産業を転換する5つのトレンド    23

個人ベース走行距離の概念に基づい
て、新車販売台数の総計に対する電気自
動車の構成比を計算した。最初に車両1
台当たり平均乗車人数を示す乗合率（後
掲の詳細な説明を参照）を検討した。こ
の指標は個人ベース走行距離を車両
ベース走行距離に換算するのに使用で
きる。次に、この数値に基づいて年間走

行距離を賄うのに必要な車両保有台数
が特定できる。さらに、各モビリティ形態
の車両の回転率、および車両保有台数
の変化に基づいて、欧・米・中で必要とさ
れる新車販売台数の計算が可能になる。
シェアードモビリティと自動運転モビリ
ティの増加、これに伴う自動運転レベル
の変化は、電動化のシナリオにプラス効
果をもたらす。

未来の市場モデルはどのようになるのか？

図8　市場モデルの構造

個人ベース
走行距離

自動車による移
動人数と走行距
離の積

車両ベース
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車両保有台数と
平 均 走 行 距 離
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車両保有台数

特定の日現在に
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新車販売台数
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能な新車の台数

電動化率

合 計 新 車 台 数
に占める電気自
動車の比率

モビリティ
の利用

新しいモビリテ
ィ形態間の「ペ
ルソナ」の分布
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自動車のグローバル市場はどう変化するのか？
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欧州

欧州では現在、シェアリングサービスを
利用した移動の比率は全体の1％未
満にとどまっている。しかし、この比率
は2030年まで20％超の年平均成長
率（2017年から2030年）を続けて急
上昇し、2020年代後半までには全移
動距離の10％を上回る規模に拡大す
る可能性がある。2022年頃には、レベ
ル4以上の基準をクリアした自動運転
車が市場に投入されるだろう。既に述
べたように、自動運転車はシェアリング
に適しているため、最初の完全自動運
転車は主にシェアリングサービス向け
に開発されるだろう。自動運転車は「人

的コスト」が発生しないため、これを使
用したシェアリングサービスが飛躍的
な成長を遂げる。2022年から2030年
にかけてシェアード自動運転車の市場
シェアは年平均70％を上回るペース
で拡大し、2030年までにモビリティの
25％を超える可能性がある。PwCの予
想では、2030年には従来の個人所有
非自動運転車が全車両の合計走行距
離に占める比率は50％を割り込むと
みられる。これに対し、自動運転による
モビリティは全車両の合計走行距離の
40％を超えるだろう。

モビリティの利用状況が変化する
社会的ペルソナの予見可能な動向が、

自動運転とシェアードの形態のモビリ
ティが2030年までに一層普及すること
を示している。これは運転のスタイルだ
けではなく、未来の車の所有形態にも影
響を及ぼす。

図9　欧州：各モビリティ形態の比率（2017年から2030年）
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米国

米国では個人ベース走行距離に占
めるシェアードモビリティの比率は
1％強にすぎない。2021年にはこ
の比率が5％を超え、2030年には
33.5％に拡大する可能性がある。

2030年の段階で10％弱がシェ
アード非自動運転車に、24％弱が
シェアード自動運転車にシフトする
可能性がある。さらに2030年には
米国では自動運転車が個人ベース
走行距離の36％弱を占めると予想
される。

中国

中国ではシェアードカーの比率が
より急 速に上 昇する可 能 性 が 高
い。既に一部の都市では新車登録
が規制されており、これがシェアー
ドモビリティの利用にプラス効果を
及ぼすのは確実である。2030年に
はシェアードカーは個人ベース合
計走行距離の45％を超えるとみら
れる。

中国では自動運転車の受け入れと
需要が高水準に達し、最も急速に
導入が進むだろう。2030年には自
動運転車が総走行距離の50％近
くに達する可能性がある。

図10　米国：各モビリティ形態の比率（2017年から2030年）
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図11　中国：各モビリティ形態の比率（2017年から2030年）
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実現の可能性が高いシナリオはどれか？

未来のモビリティの形態は、正確に
予測できないさまざまな要因の影
響を受ける。法的および技術的要
件が絶えず変化し続け、モビリティ
の新たな形態の採用見通しに一定
の幅を与えている。自動運転とシェ
アードに対する顧客の態度や受け
入れは今後の動向に左右される。
自動運転とシェアードにシフトする
明確な動きがみられるが、技術的
欠陥による死亡事故など、予見不
可能な重大事態が発生した場合
は、未来のモビリティの受け入れと
需要のレベルに長期的に影響を及
ぼす可能性がある。

そのためPwC Autofactsは、アップ
サイドとダウンサイドの両方のシナ
リオを提示する。慎重な見方をした
シナリオでは、地域や国によって、
自動運転車の普及率を10％から
15％と想定している。なお、このシ
ナリオでは、法的および技術的要件
と顧客の受け入れレベルは詳細に
検討されていない。

ダウンサイド
のシナリオ

他方、アップサイドのシナリオは、極めて高水準の採用率を想定している。こ
の場合、2030年には自動運転車が個人ベース合計走行距離に占める比率が
60％を超える可能性がある。顧客の需要も、法的および技術的要件も新形態
のモビリティの発展を妨げない。

アップサイド
のシナリオ

図12　欧州：各モビリティ形態の比率─ダウンサイドのシナリオ（2017年から2030年）
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図13　欧州：各モビリティ形態の比率─アップサイドのシナリオ（2017年から2030年）
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図14　欧州：個人ベース走行距離（2017年から2030年）
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個人ベース走行距離と車両ベース走行
距離が共に増加

個人ベース走行距離と車両ベース走
行距離は、PwCのモデルの重要なポイン
トである。これら2つの数値の相関関係
は、既に概略的に述べたとおり、自動車1
台当たり平均乗車人数によって決まる。
私たちはシェアードと自動運転の問題に
関して、これを乗合率と呼んでいる。これ
はシェアードカー1台当たりの平均乗車
人数の方が多いことを示している（例：
uberPOOL）。

個人ベース走行距離は、1つの国にお
けるモビリティを定義づけるために不可
欠な指標である。走行距離は、ペルソナ
の利用行動によって決まるモビリティの
形態別に区分され、車両保有台数、さら
に間接的には新車販売台数の計算の基
礎となる。個人ベース走行距離が増加
する要因として、人口の増加とモータリ
ゼーションの進展の他、モビリティの相
対的／絶対的コストの変化が挙げられ
る。本レポートの調査対象である欧・米・
中の3地域の経済がおおむね安定的に
推移すると想定した場合、上記コストと
マクロ／社会経済要因がモビリティのト
レンドの妥当性を決定する。

自動運転車とシェアードカーを通じ
て、より多くの人々が自動車による個別
モビリティサービスを利用することがで
きる。高齢者、ハンディキャップを負った
人、低所得者、運転免許を取得していな
い人（特に児童と未成年者）の活発な利
用が個人ベース走行距離の増加に貢献 
する。

車両1台当たり平均乗車人数は
1.3人から将来増加する可能性
がある

自動車のグローバル市場はどう変化するのか？
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欧州

欧州では現在、全乗用車の年間合計車両ベース走行距
離が約3.7兆キロメートルである。車両1台当たり平均乗
車人数が1.3人なので、年間合計個人ベース走行距離
は約4.8兆キロメートルと計算される。車両1台当たり乗
車人数はモビリティの形態によってばらつきがある。シェ
アードカーについては、乗合率をより高い水準に想定し
て算出した。

2030年
に欧州の車両ベース走行距離は
4.2兆キロメートルに達する可能性
がある

図15　欧州：車両ベース走行距離（2017年から2030年）
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米国

米国では現在、全乗用車の年間合計個人ベース走行距
離が約4.7兆キロメートルである。

車両1台当たり平均乗車人数が1.3人なので、年間合計
車両ベース走行距離は3.59兆キロメートルになる。車両
ベース走行距離は今後6兆キロメートルに達する可能性
がある。

中国

現在、中国の走行距離は欧米の水準をはるかに下回って
いる。

個人ベース走行距離は3.0兆キロメートル前後である。
今後数年間で中国の個人ベース走行距離は激増し、
2030年までに米国の水準を追い抜く可能性がある。

図16　米国：車両ベース走行距離（2017年から2030年）
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図17　中国：車両ベース走行距離（2017年から2030年）
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車両の稼働率が高まる
車両保有台数と新車販売台数の計算

には、さらに各車両の年間走行距離と廃
車処分されるまでの全使用期間にわた
る総走行距離が必要である。これら2つ
の数値から車両の買い替え頻度が割り
出せる。

走行距離は、モビリティの4形態全て
において経年的に増加する。電動化が進
み、それに伴って駆動系の構造が単純化
されることが理由である。さらに未来の
車は、メンテナンスの必要性と事故率が
低下する。これは自動車が想定走行距離
に至るまでの間に故障する確率が低下
することを意味する。

総走行距離に加えて、年間走行距離は
車両の回転率を考える上で2番目に重
要な数値である。年間走行距離はモビリ
ティの形態によってかなりのばらつきが
ある。例えばシェアードカーは、個人所有
車に比べてはるかに稼働率が高いので、
年間走行距離も多くなる。この影響が自
動運転車のテクノロジーと組み合わされ
ると、稼働率がさらに高まり、年間走行距
離も一層伸びる。自動運転モビリティの
利用が増加するのに伴い、個々の利用の
間の空車移動が増え、走行距離が顕著
に増加する。シェアード自動運転車と個人
所有自動運転車は、どちらも特定の場所
までオンデマンドで走行できるからだ。

年間走行距離と実際の総走行距離を
組み合わせて、車両の平均耐用年数と買
い替えの頻度が計算できる。シェアード
カーと個人所有車では、これらの数値が
基本的に異なる。現在、個人所有車は10
年をはるかに上回る長期間にわたって
使用されている。一方、シェアードカーが
シェアリングで使用される期間はこの半
分にも満たない。シェアードカーは期待さ
れるサービスの水準を維持するため、技
術面でもビジュアル面でも常に顧客に使
いやすい印象を与えなければならない。

シェアード非自動運転車は、年間走行
距離は多いが、使用期間全体の総走行
距離は少ない。つまり、個人所有車に比
べて買い替えの頻度が顕著に高いとい
うことになる。

図18　従来型および未来のモビリティ形態の買い替えサイクル比較
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車両保有台数は減少する
年間の車両ベース走行距離を車両1

台当たりの平均年間走行距離で除する
ことにより、車両保有台数が得られる。
年間走行距離は、モビリティの各形態に
よって異なることが想定される。車両保
有台数は、走行距離を確保するのに必要
な車両の台数を示す。

欧州

欧州では現在、車両保有台数が2億
8,000万台強であるが、そのほとんど
全てが個人で所有・使用されている。
自動 運 転およびシェアードのモビリ
ティへの移行に伴い、車両保有台数は
2030年には2億台まで減少する可能
性がある。自動運転車とシェアードカー

の車両稼働率が高まるのに伴い、その
車両保有台数でも4.2兆キロメートルを
超える走行距離を賄える可能性がある。

個人所有非自動運転車の保有台数は
2030年までに1億1,000万台あまり
減少して1億7,000万台に落ち込むと

みられる。自動運転車は2030年には
2,700万台（全車両保有台数の13％）
に達し、個人ベース走行距離の40％以
上を賄うと予想される。

図19　欧州：車両保有台数（2017年から2030年）
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欧州では車両保有台数が 
2億8,000万台から2億台に 
落ち込むとみられる
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米国

さまざまなモビリティ形態の登場によって、車両保有台
数は2017年の2億7,000万台強から2030年には2億
1,200万台に減少すると予想される。シェアードカーは
2030年の車両保有台数の約7％を占めるとみられ、自動
運転車の比率は10％近くに達するとみられる。

中国

現在、中国の車両保有台数は1億8,000万台である。しか
しながら、走行距離の急速な伸びに伴い、いずれ中国の
車両保有台数は欧米よりも速いペースで減少するとみら
れる。車両保有台数は3億1,000万台超のピークに達し
たあと減少に転じ、2030年には2億7,600万台まで落ち
込む可能性がある。

図20　米国：自動車保有台数（2017年から2030年）
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図21　中国：自動車保有台数（2017年から2030年）
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新車販売台数は自動車産業の転換期に
増加、その後減少する

新車販売台数を計算するには、推定車
両保有台数、平均年間走行距離、総走行
距離を把握する必要がある。このうち平
均年間走行距離と総走行距離によって、
車両買い替えまでの平均期間が分かる。
車両保有台数を買い替えまでの平均期
間で除することにより、新車販売台数が
算出できる。

新車販売台数は、本レポートの全ての
調査対象国と地域で増加するが、それに
はいくつかの異なる要因が存在する。欧
州と米国では、自動車市場の成長率が
鈍化し、1桁成長にとどまる。一方、中国
では、都市機能の崩壊を回避するために
新車販売が政策によって規制されてい
るにもかかわらず、人口の増加、モータリ
ゼーションの進展および都市化の広が
りに伴って、新車販売台数が堅調に伸長

する。政治／経済要因と並行して、モビリ
ティ行動の変化が今後の新車販売台数
に重要な影響を及ぼす。先に示したよう
に、自動運転とシェアードのモビリティは
買い替えの頻度が高く、新車販売台数に
プラス効果を与える。

欧州

自動車の新車販売台数は現在の1,800
万台弱から2030年には2,400万台強
に増加する可能性がある。早くも2025
年にはレベル4以上の基準をクリアし
た200万台の自動運転車が新車販売
台数に含まれるだろう。その後も自動
運転車の新車販売台数は着実に増え

続け、2030年には1,250万台に達す
るとみられる。これは2台のうち1台の新
車が完全自動運転化され、“eascy”車が
当たり前の時代になることを意味する。

さらに2030年末にはシェアリングサー
ビスの需要が新車販売台数の30％に
相当する730万台に達する可能性があ

る。しかしPwCでは、厳しい条件は伴う
ものの、サービスの差別化によって、人
気車種の新車販売台数は減少するよ
りむしろ増加する可能性が高いと考え
ている。

図22　欧州：自動車 新車販売台数（2017年から2030年）
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米国

自動車の新車販売台数は、モビリティの需要に対応する
ため、約1,800万台から2,160万台に増加するだろう。新
車販売台数は着実な伸びを続け、2030年以後もさらに
増加する可能性がある。

2030年には、ほぼ2台に1台の新車がレベル4以上の自
動運転車になるとみられる。

中国

自動車の新車販売台数は3,800万台を超え、中国は自動
車産業の転換を先駆する市場となる可能性がある。同時
に、走行距離の急速な伸びに伴い、車両保有台数はいず
れ、欧米よりも速いペースで減少すると予想される。新車
販売台数もシェアードモビリティの急速な普及を反映し
て低迷するとみられる。しかし、この落ち込みは、シェアー
ドカーの買い替えサイクルが大幅に短縮されるため、短
期間で回復するだろう。

図23　米国：自動車新車販売台数（2017年から2030年）
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図24　中国：自動車新車販売台数（2017年から2030年）
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シェアード／自動運転ロボタクシーの世界はどのようになるのか？

図25　100％ロボタクシーのシナリオにおける市場構造の変化

現状 シナリオ：ロボタクシー

個人所有非自動運転車 シェアード自動運転車
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ロボタクシーのシナリオ 
走行距離の全てをロボタクシーが占め
ると想定したシナリオでは、新車販売台
数はさらに落ち込む。シェアード自動運
転車の買い替え頻度が高まる以上の
ペースで車両保有台数が激減するため
である。

こうした状況に影響を及ぼす主な要因
には、走行距離のトレンド、乗合率およ
び車両の廃車処分までの走行距離が含
まれる。100％ロボタクシーのシナリオ
では、都市と地方間で際立った相違が
生じるため、これらの要因が大きく変化
する可能性がある。PwC Autofactsは、
このシナリオでは、既存の車両保有台
数のわずか14％のみで、走行距離の増

加に対応できると計算している。その結
果、車両保有台数の変化が買い替えサ
イクルの短縮以上に大きな影響を及ぼ
し、新車販売台数が最大50％減少する
可能性がある。

しかし、ロボタクシーの実際の状況は、
日中または季節変動によるモビリティ需
要の分布に関連する上述の変数によっ
て決まる。需要が定期的にピークに達す
るシナリオでは、より大規模なロボタク
シー車のフリートを保有することが理に
かなうことになり、車両保有台数はそれ
ほど減少しない。

同様に、これらの車両の技術的耐用期
間中の走行距離がどのように変化する
かを見守る必要がある。現在想定されて
いる走行距離の顕著な増加は、車両の
買い替えサイクルを著しく短縮させる。

 

自動車のグローバル市場はどう変化するのか？
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自動運転と電動化が相互に支え合う
先に述べたように、“eascy”のモデルで

は、レベル4またはレベル5の自動運転
車の大半を電気運転車が占める。自動
運転車へのシフトが続くのと並行して、
電気自動車の用途が拡大するとみられ
る。その結果、政策主導から、顧客志向
の需要対応へのシフトが起きる。その第
一歩として、自動運転車は主にシェアリ
ングサービスに使用されるだろう。自動
運転車と電気自動車は低公害車であり、
ユーザーに優しい輸送手段であるため、
都市におけるシェアードモビリティが理
想的な用途となる。

欧州

現在、欧州のほとんどの自動車は自
動運転レベル0またはレベル1にとど
まっている。しかし“Intelligent Drive”
を搭載したMercedes E-Classなど一
部の車はレベル2、新型のAudi A8な
どの車種はレベル3の基準をクリアし
ている。	

PwCでは、運転支援システムを搭載し
た自動車（レベル1）と部分的に自動
運転化された自動車（レベル2）が増
加すると想定している。一方、今後数
年で、自動車産業の焦点はシェアリン
グサービスに使用される完全自動運
転車（レベル4）に絞り込まれるため、
レベル3の自動運転車が果たす役割
が相対的に低下すると思われる。

図26　欧州：自動運転レベルの動向（2017年から2030年）
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今後、自動運転とシェアードによって、 
電気自動車の用途が広がる

自動車のグローバル市場はどう変化するのか？
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欧州

PwC Autofactsは、規制が電動化推
進の1つの要因になるとみている。
従って、「電動化」のトレンドを定量化
するため、CO2削減目標値の動向と遵
守に焦点を当てた既存のモデルを選
択した（ドイツ自動車工業会の経済指
標「モビリティの未来に向けた電動化
と内燃燃焼エンジン」を参照）。

政治的・法的規制に加えて、電動化、
自動運転およびシェアードカーのコン
セプトが、新車販売台数と車両保有台
数にプラス効果を及ぼす可能性があ
る。自動運転車とシェアードカーの普
及に伴い、欧州では2030年までに新

車販売台数に占める内燃燃焼エンジ
ン車の比率が5％未満に落ち込む可
能性がある。一方、新車の半数以上が
完全電気自動車になると予想される。
今後ハイブリッド車は着実に増加し続
け、2030年には欧州の全新車販売台
数に占める比率が40％を超えるとみ
られる。

図27　駆動システムの動向（新車販売2017年から2030年）

内燃機関（ガソリン、ディーゼル） ハイブリッド 電気
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をハイブリッド車と電気自動車が 
占めるとみられる

自動車のグローバル市場はどう変化するのか？
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どのような影響を与えるか？
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R&D投資額上位20社のうち5社が 
自動車メーカーだが、これらのメーカーは 
最もイノベーティブな企業上位10社には 
含まれていない。



自動車産業を転換する5つのトレンド    39

自動車セクターの広範にわたる急速
な再編は、自動車産業とそのバリュー
チェーン全体に多大な影響を及ぼすと
PwCは予想する。2030年までの動向と
それ以後の展開に対応していくには、基
本構造と姿勢の早急な変革が求められ
る。自動車メーカーとサプライヤーは、共
に成長を持続するために、顧客本位の

イノベーションを実現しなければならな
い。自動車メーカー、サプライヤー、販売
会社、保険会社、その他の金融サービス
会社は、本レポートを戦略やコンセプト
に与える影響を解き明かす材料とするこ
とができるだろう。本レポートは、調査の
当面の焦点を従来の伝統的自動車産業
に当てる。

図28　自動車産業への影響
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“eascy”は自動車のバリューチェーンに
どのような影響を与えるか？
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開発予算の早急な再配分が必要
先に述べたように、「世界で最もイノ

ベーティブな企業」上位10社にランクさ
れている自動車メーカーはテスラ1社の
みである9。だが、重要なのは投資の規
模ではなく、その質といえる。自動車メー
カーやサプライヤーは、自動車産業の再
構築がもたらす課題に対処するため、的
を絞った予算の再配分を早急に実施す
る必要がある。さらに、これらの企業はソ
フトウエアとサービスに研究開発の焦点

を当て、併せて製造の実現可能性の確
保と車両のモジュール化を推し進めなけ
ればならない。例えば、ソフトウエアは製
品の性能を向上し、サービスは一層の機
能性と使い勝手のよさを顧客に提供する
ことが求められる。このようなソフトウエ
アとサービスは、ハードウエアとの柔軟
な統合が可能でなければならない。

9 �Strategy&（PwCネットワークのメンバー）「2016年グローバル・イノベーション調査」

図29　最もイノベーティブな企業上位10社

2016年順位 2015年順位
R&D支出

（10億米ドル）

1 1 8.1
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8 8 12.0

9 7 4.2

10 9
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出典：PwC Strategy&「グローバル・イノベーション調査」

何をなすべきなのか？

•	ソフトウエア／サービス分野の研究開発を強化するための投資
の再配分

“eascy”は自動車のバリューチェーンに
どのような影響を与えるか？
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長期的な生き残りを決する正念場は
2020年から2025年にやってくる

自動車産業にとって“eascy”の世界へ
の移行は決して容易（easy）な道のりで
はない。従来の老舗自動車メーカーとサ
プライヤーは今後数年間、極めて不安定
な状況に置かれるだろう。これらの企業
は、利益率の低下への対応を迫られると
同時に、eモビリティと顧客志向の新たな
イノベーションへの大規模な投資を求め
られる。長年にわたり、特にドイツの自動
車産業の中核を占めてきた内燃エンジ
ンは時代遅れになる。同時に市場には、
ますます多くの競争相手が新たに出現
し、老舗企業は苦境に立たされる。これら
の全てのトレンドが2020年から2025年
にかけて顕在化し、自動車メーカーとそ
のサプライヤーにとっての正念場がやっ
てくる。

R&D投資額上位20社のうち5社が
自動車メーカー

•	 顧客志向の製品を開発するための能力の構築

•	 同時に発生する内燃エンジン車の利益率低下に対応 
するため、電気自動車の未来に投資

何をなすべきなのか？

“eascy”は自動車のバリューチェーンに
どのような影響を与えるか？
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特に自動車メーカーは、経営の軸足
をフリートの提供に置くのか、あるいは
サービスの提供に置くのか、根本的な決
断を迫られる。これらの選択肢のいずれ
か1つに専念することが正しい進路であ
ると判断するメーカーもいれば、多角化
にビジネスチャンスを見いだそうとする
メーカーもいるだろう。非常に厳しい試
練であるにもかかわらず、いくつかのトレ
ンドが楽観的な展望を示す。メーカーは
モビリティサービスへの進出によって新
たな収益源を獲得できる可能性がある
からだ。しかし同時に、自動車の生産と
販売というコアビジネスでは競争プレッ
シャーが高まるだろう。

車両だけでなく、モビリティを重視した 
ビジネスモデル

自動車の生産と販売だけを重視し続
けるメーカーとサプライヤーは、自動車
セクターの再構築によって特に苦戦を強
いられるだろう。“eascy”の時代には、製
品だけでなくモビリティサービスがビジ
ネスモデルの中核を占めるからだ。これ
は、自動車メーカーとサプライヤーが変
化する顧客の期待に応え続けられる唯
一の道である。「ハードウエア」（車両）を

「ソフトウエア」（サービス）に結び付け
ることが必須となる。

自動車産業の再構築が財務面に及
ぼす影響に関しては、PwC Strategy&の

「デジタル自動車レポート2017」10がさ
らに詳しい情報を提供している。このレ
ポートは、「ロボコノミー」の影響を綿密
に検討し、車のデジタル化、モビリティへ
の重点シフトの影響、業界における利益
構造の変遷および自動車メーカーの成
功要因に関する詳細な情報を提供して
いる。

10 �Strategy&（PwCネットワークのメンバー）「デジタル自動車レポート2017」、https://www.strategyand.pwc.com/media/file/2017-Strategyand-Digital-
Auto-Report_JP.pdf

自動車メーカーは利益率の低下に対
峙する一方、未来への投資を継続す
る方法を見つけなければならない

•	ビジネスモデルの調整が必要：製品ではなくモビリティサービス
に焦点を当てる

•	ハードウエアとソフトウエアを結び付け、明瞭で顧客に直感的に
受け入れられるモビリティサービスを提供する

•	 事業目的を見直す：フリート、サービスまたは製品のどれを顧客
に提供するのか？

何をなすべきなのか？

“eascy”は自動車のバリューチェーンに
どのような影響を与えるか？
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自動車の未来に関する問いは、モビリ
ティの未来に関する問いである。未来の
自動車のバリューチェーンでは、新車の
購入者だけに焦点を当てるのではなく、
モビリティのユーザーも包含して取り込
むことになる。私たちはこの調査が、現在
と今後の議論に建設的に寄与し、今日と
未来の先を見据えた戦略の構築に役立
つことを願っている。

ここまで、“eascy”のモデルとその影響
を把握することで、自動車産業の再構築
のダイナミクスについて理解を深めるこ
とができた。これを基に、さらなる調査を
実施してモデルを構築することが可能で
あり、その結果、顕在化する新たな問題
に答えを見いだすことができるだろう。
私たちの議論では、乗合率、インフラ効
率、車両保有係数、自動運転レベルなど
の要素を既に使用しているが、本調査の
開始時点では、個別の側面としてなじみ
があるものにすぎなかった。だが、これら
の重要な要素は、自動車メーカーからオ
ペレーターまでを網羅する自動車のバ
リューチェーンのまったく新しいモデル
を形成するものであり、今後の議論と戦
略プランニングを決定付けるものと私た
ちは確信している。

しかしながら、これは将来、乗用車また
は乗用車の製造工場が消滅してしまうこ
とを意味するものではない。それどころ
か、既に示したように、PwCのモデルは、
新車販売台数が毎年顕著に上昇する兆
候を示している。反面、車両保有台数は
劇的に減少する。サプライヤーと自動車
メーカーは、開発サイクルの大幅な短縮
とリサイクル方法の改善への備えを固め
る必要がある。新しい販売モデルは、新
しいオペレーティングモデルと競争し、
かつこれに収束するだろう。自動運転の
アルゴリズムは中央輸送システムと通信
し、電力サプライヤーは牽引電流と電池
容量を宣伝して新規顧客を勧誘する。従
来の老舗ブランド企業は自らの事業分
野を拡大するが、新たに出現するブラン
ド企業や競争相手が従来の自動車会社
に攻勢をかける。今回のレポートでは、
自動車産業の再構築を取り巻くオペレー
ション上の課題の多くには踏み込まな
かった。こうした課題に関しては、自動車
産業の他の側面をより詳細に検討した
PwCの一連の調査レポートを参照され
たい。

第5のトレンドへの道のり

欧米社会のビジネスモデルは分業に
基づいている。しかしながら、これは共通
の価値観に対する信頼と、ヒト、モノ、資
本およびサービスのモビリティがなけれ
ば機能しない。モビリティについて考える
とき、私たちは常に私たちの文明全体に
ついて考える。現今の文明のこうした根
本的な変化は、モビリティおよび私たち
の社会に供給される一次エネルギーの
変化を必要とする。PwCは、モビリティの
変化を再生可能エネルギー化の動きと
組み合わせて集中的に調査しているが、
これらの課題に対する取り組みは、共通
の統合ソリューションによって最も速や
かに前進すると確信している。私たちは
こうした調査をさらに進めながら、皆様と
共に未来に向けて果敢な一歩を踏み出
したいと願っている。

自動車メーカーやサプライヤーはビジネ
スモデルを見直し、ユーザーに焦点を当
てて、“eascy”のモビリティソリューション
を提供しなければならない
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本調査の結果は、PwC Autofactsが
“eascy”の5つのトレンドの影響を定量化
するために初めて開発した数理モデル
に基づくものである。レポートに記載し
たように、新車販売台数と車両保有台数
は、そのうち目標数値としての重要性を
持たなくなる。だからこそ、これらの数値
が今後どのように変化するのかを知るこ
とが一層重要となる。

調査方法：市場モデル

モビリティを一定の方法で使用する
ユーザー「ペルソナ」が、このモデルの出
発点となる。利用行動モデルに基づ い
て、個人ベース走行距離と車両ベース走
行距離を計算することができる。これら
は、目標数値の計算過程の中間段階で
最も重要なデータである。

“eascy”は自動車の製品自体ではなく、 
顧客のモビリティニーズに焦点を当てる

PwCは、本レポートで取りあげてい
る各国別、各地域別および各産業
セクター別の評価と分析を提供し
ます。また、より詳細な対話を通じ
て、調査結果をお伝えすることもで
きます。

自動車産業転換の市場モデル

利用行動

ペルソナ：

現代型

過渡型

従来型

モビリティの形態：

•	 シェアード自動運転車

•	 個人所有自動運転車

•	 シェアード非自動運転車

•	 個人所有非自動運転車

市場モデル：

個人ベース走行距離

車両ベース走行距離

車両保有台数

新車販売台数

メガトレンド 技術革新気候変動 都市化人口構造の変化

eascy e a s c y

ア
ウ
ト
プ
ッ
ト

マ
ク
ロ
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電動化 自動運転 シェアード コネクテッド
毎年の 

アップデート
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